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（単位：円）

流 動 資 産 2,056,009,662 流 動 負 債 769,062,225

1,341,356,355 152,416,429

578,318,944 59,533,399

39,278,510 352,066,557

8,302,670 7,480

1,258,147 15,838,370

3,607,479 8,859,790

36,429,989 61,151,900

6,688,459 59,665,200

44,470,778 59,523,100

△ 3,701,669

固 定 資 産 353,308,275 固 定 負 債 120,258,167

有 形 固 定 資 産 248,114,092 109,794,167

130,932,391 6,750,000

34,540,795 3,714,000

39,745,398

1,040,974

41,854,530

4

2,334,200 889,320,392

2,334,200

投資その他の資産 102,859,983 株 主 資 本 1,508,278,634

1,260,000 99,000,000

51,787,093 93,716,235

49,812,890 93,716,235

1,315,562,399

25,000,000

1,290,562,399

515,000,000

775,562,399

評 価 ・ 換 算 差 額 等 11,718,911

11,718,911

1,519,997,545

2,409,317,937 2,409,317,937

（注）当期純利益 159,869,573円

そ の 他

仕 掛 品

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料

建 物

建 物 附 属 設 備

一 括 償 却 資 産

土 地

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

別 途 積 立 金

ソ フ ト ウ ェ ア

出 資 金

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

負 債 合 計
純 資 産 の 部

負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計
純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

受 入 保 証 金

貸  借  対  照  表
（令和6年3月31日現在）

資 産 の 部
科   目 科   目金  額

負 債 の 部
金  額

仮 受 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金



重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券

時価のあるもの ……

時価のないもの …… 移動平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、原材料、仕掛品 …… 最終仕入原価法によっております。

貯蔵品 …… 先入先出法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 …… 定率法によっております。

(2) 無形固定資産 …… 定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ……

(2) 賞与引当金 ……

(3) 退職給付引当金 ……

(4) 役員退職慰労引当金 ……

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 …… 税抜方式によっております。

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

個 別 注 記 表

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務に基づき、当期末において発生していると認められる額を

計上しております。

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法を採用しております。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については法

人税法の規定による法定繰入率により計上しております。

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負担分

を計上しております。

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。


